
■補助事業リスト(実行パートナー登録用)

分野・テーマ 補助事業名 県ホームページURL 補助事業の概要 補助対象者 対象となる取組 補助対象経費 補助率 補助上限額 所管課 備考 実行パートナー 提供可能な技術・サービス等 想定される活用場面 対応可能地域 対応可能業種 概算費用 連絡先 備考

1 産業DX
愛媛県ＲＸ設備導入支
援事業

https://www.pref.
ehime.jp/page/14
3111.html

愛媛県内の生産現場
等におけるロボット等
自動化装置の導入に
要する経費の一部を
補助することにより、
省力化・省人化及び生
産性向上を促し、県内
ものづくり企業等の競
争力強化を図る。

県内に本社又は事業
所を有する中小企業
者

県内SIerの技術力を
活かしたロボット等自
動化装置の導入

機械装置・システム構築費※、専
門家経費、クラウドサービス利⽤
料、外注費、物品等購⼊費、使⽤
料及び賃借料、その他の経費
※機械装置・システム構築費は
県内SIerの関与が必要

2/3以内1,000万円

経済労
働部
産業創
出課

補助下限額：200万円
(補助対象経費300万
円以上)

2 産業DX
愛媛県ＤＸはじめの一
歩事業

https://www.pref.
ehime.jp/site/mad
oguchi/146697.ht
ml

県内中小企業がＤＸに
向けたはじめの一歩を
踏み出せるよう、シス
テム構築費やクラウド
サービス利用料等の
初期導入に要する経
費の一部を補助するこ
とにより、デジタル技
術の導入を促し、県内
中小企業におけるＤＸ
の裾野拡大を図る。

県内に本社及び本店
を置く県内中小企業
者

ＤＸ認定を取得する過
程で策定した経営ビ
ジョン、ビジネスモデ
ル、ＤＸ戦略等を実現
するための取組

機械装置費、システム構築費、専
門家経費、外注費、クラウドサー
ビス利用料、物品等購入費、使用
料及び賃借料

1/2以内 200万円

経済労
働部

産業創
出課

「ひめボス宣言事業
所」枠は、補助率 2/3
以内、補助上限額
300万円

3 起業・創業
愛媛グローカルビジネ
ス創出支援事業

https://www.ehim
e-
iinet.or.jp/informa
tion-tag/subsidy

県内において、本県の
地域資源を活用し、地
域課題の解決に資す
るビジネスにより創業
を予定する者を対象
に、創業に要する経費
の一部を補助する起
業支援金を交付する
とともに、事業立ち上
げ等に係る伴走支援
を実施する。

令和８年４月１日から
令和９年２月10日ま
でに愛媛県において
次のことをする者
・個人：個人事業の開
業届又は法人の設立
・事業者：既存事業と
異なる新たな事業の
個人事業の開業届又
は法人の設立

デジタル技術及び地域
資源を活用し、地域課
題を解決する社会的
事業として、新たに創
業する事業

人件費、店舗等借料、設備費、原
材料費、借料、知的財産権等関
連経費、謝金、旅費、外注費、委
託費、マーケティング調査費、広
報費

1/2以内 200万円

経済労
働部

産業創
出課

4 産業DX
地域産業リスキリング
実践支援事業

https://www.pref.
ehime.jp/page/14
3032.html

県内企業がＤＸの取組
を実践できる社内人
材を育成するため、従
業員を対象とした研修
等に要する経費の一
部を補助することによ
り、企業のリスキリン
グを促し、県内産業に
おけるＤＸ人材の育成
及びＤＸの推進を図
る。

県内に本社、支社、支
店、事業所等を有する
事業者

業務の効率化や生産
性の向上、新規事業創
出等に資するＤＸの推
進のための、従業員の
ＤＸに関する専門知識
及び技能の習得又は
補助要綱に定める資
格取得の取組

・教育機関が提供する集合研修
又はeラーニングを利用した講
座の受講費及びそれに付随する
教材費
・補助要綱に定める試験（ITパス
ポート、G検定等）の受験手数
料、試験対策講座の受講費及び
付随する教材費

1/2以内 30万円

経済労
働部

産業人
材課

補助上限額は、１社当
たり30万円。ただし、
１人当たり15万円。

5 人材獲得 ＩＴ人材獲得支援事業
https://www.pref.
ehime.jp/page/72
865.html

県内企業が国内外か
ら即戦力となるＩＴ人
材を獲得できるよう、
公益財団法人えひめ
産業振興財団が実施
する人材獲得に向け
た取組に要する経費
を補助することによ
り、県内ＩＴ企業の振興
及び県内産業のＤＸ推
進を図る。

県内に本社、支社、支
店、事業所等を有する
事業者

県内企業における、専
門的な知見や能力を
有するＩＴ人材を雇用
するための取組

①県内に本社を有する事業者：県
外及び海外のＩＴ人材を正社員と
して雇用するため人材紹介事業
者に対して支払う成功報酬型の
経費
②県外に本社があり、県内に支
社、支店、事業所等を有する事業
者：県外及び海外のＩＴ人材を県内
の事業所に所属する正社員として
雇用するため人材紹介事業者等
に対して支払う成功報酬型の経
費
③本事業により雇用したＩＴ人材
を受入れる際、県内企業が負担す
る、当該人材の受入れに係る経費
(来県に係る経費、住居等確保に
係る経費など)

1/2以内 100万円

経済労
働部

産業人
材課

6 人材獲得
愛媛県外国人材地域共
生促進事業

https://www.pref.
ehime.jp/site/mad
oguchi/151638.ht
ml

外国人材を雇用する
県内の中小企業等を
対象として、外国人材
の地域への定着、及び
地元住民との共生を
推進することを目的と
して、地域・文化の理
解、住民との交流促進
に資する事業を実施す
る際に必要な経費に
対し、その一部を補助
するもの。

県内に本社、支社、事
務所等を有する外国
人材を雇用している中
小企業者、法人等

外国人材を雇用する
事業者が主体となって
行う、外国人材が地
域・文化を理解した
り、地元住民と交流し
たりする取組

事業に必要な会場・機材等の借
上げ料、備品のレンタル料、企画
運営を委託する際の費用、消耗
品費・講師謝金、交通費など

1/2以内 10万円

企画振
興部

多文化
共生推
進課

7 商店街活性
化

商店街活力UP事業
https://www.pref.
ehime.jp/page/14
7876.html

商店街のにぎわい回
復を図るため、商店街
等が主体となって実施
する、大型店にはない
個性的な魅力づくりや
公益的機能の導入な
どの取組を支援するこ
とにより、商店街の活
性化及び地域課題の
解決につなげる。

補助対象事業を実施しよ
うとする団体であって、
次に掲げる要件を満たす
もの
（1）団体の責任者及び管
理監督者として、18歳以
上の者が１名以上いるこ
と
（2）暴力団、あるいは宗
教活動や政治活動を主
たる目的とした団体でな
いこと
（3）愛媛県が構成員と
なっている団体でないこ
と(オブザーバーを除く)
（4）市町及び市町のみで
構成された団体でないこ
と

愛媛県内の商店街と
連携して実施する商店
街又は周辺地域の活
性化・課題解決に資す
る次のいずれかに該
当する事業
(1) ＤＸ推進
(2) インバウンド促進
(3) 魅力発信
(4) 買い物弱者対策
(5) 後継者育成
(6) その他知事が認
める活性化・課題解決
に資するもの

報償費、旅費、需用費、役務費、
広告宣伝費、委託費、使用料及
び賃借料、設備・備品購入費など

2/3以内 100万円

経済労
働部

経営支
援課

「官民共創枠」は補助
上限額 300万円

補助金募集受付を終了しました。
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8 新分野展開
賃上げ対応型小規模事
業者経営力強化事業

https://www.pref.
ehime.jp/site/mad
oguchi/148380.ht
ml

県内支援機関（チームえ
びす構成員）による伴走
支援を受けた小規模事
業者に対し、適正な価格
転嫁、付加価値向上に向
けたブランディング、新
商品開発、販路開拓等に
要する経費の一部を補
助することにより、経営
基盤の強化が必要な小
規模事業者の課題解決
と経営力の向上を図る。

県内支援機関(チーム
えびす構成員)の伴走
支援を受けた小規模
事業者

適正な価格転嫁、付加
価値向上に向けたブ
ランディング、新商品
の開発、販路開拓等

消耗品費、借料、知的財団権等
関連経費、謝金、旅費、外注費、
委託費、マーケティング費、広報
費

2/3以内 100万円

経済労
働部

経営支
援課

「地場産業」は、補助率
3/4以内、補助上限額
100万円
「地場産業コラボ」は、
補助率 3/4以内、補
助上限額 200万円

【R8.7.16登録】

株式会社K2コ
ミュニケーション
ズ
（愛媛県松山市朝
生田町5-7-30）

台湾・欧州・首都圏等の販路開拓
先や関係先とのネットワーク、現
地での販売・PR支援、商品・サー
ビスの見せ方づくり、チラシ・パ
ンフレット・LP等の制作、WEB
広告・SNS広告の運用、販売促
進に関する企画・実施ノウハウ。

台湾・欧州・首都圏等への販路開拓を
進めたい、地域産品や地場産品の認
知拡大を図りたい、展示会・商談会・催
事・販売会に向けて販促物や広告を整
備したい、WEB広告やSNSを活用し
て集客・販売促進を行いたい場合な
ど。

県内全域 不問
内容により
個別見積

tel:089-987-
7500
mail:ehime.sal
es@k2c.co.jp

本補助金の申込にあ
たっては、えひめビ
ジネスサポートネット
ワーク（チームえび
す）の支援機関によ
る伴走支援を受ける
必要があります。詳
細は募集要項等をご
確認ください。

9
販路開拓・
拡大

農商工ビジネス商品開
発事業

10
販路開拓・
拡大

ものづくり新市場開拓
共創事業

https://www.pref.
ehime.jp/page/15
1566.html

官民共創拠点「Ｅ:ＮＢ
ＡＳＥ」を活用し、県内
ものづくり企業を中心
に、県内外の企業、研
究機関、支援機関、コ
ンサルティング会社、
自治体等によるコミュ
ニティ形成を促進する
とともに、現場課題や
新たなアイデアを起点
とした社会実証、新
サービス開発、新規事
業化、国内外の新市場
開拓等に取り組む共
創事業を支援するも
の。

「県内ものづくり企業」
を含む企業（個人事業
主を含む。）、公設試験
研究機関、大学その他
の研究機関、支援機
関、自治体その他知事
が適当と認める者のう
ち、３者以上で構成さ
れる連携体。

(1)国内外における市
場展開力の向上
(2)新製品又は新サー
ビスの実用化に向けた
技術開発及び共同研究
(3)新市場参入に伴う
設備導入その他事業化
に必要な環境整備
(4)産業ＤＸの推進（生
産現場等の効率化、自
動化又は省人化等）
(5)前各号に掲げるも
ののほか、知事が必要
と認める分野又は取組

広報・啓発費、委託・外注費、専
門家経費、旅費・交通費、人件
費、使用料及び賃借料、データ購
入・ソフトウェア導入費、安全対
策費、消耗品費、備品費、その他

2/3以内 300万円

経済労
働部

産業政
策課

補助下限額：50万円

11 販路開拓・
拡大

すご味・すごモノ販路開
拓共創事業

https://www.pref.
ehime.jp/page/15
1956.html

官民共創拠点「Ｅ:ＮＢ
ＡＳＥ」を活用し、すご
味・すごモノ企業を中
心に、県内外の企業、
自治体等によるコミュ
ニティ形成を促進する
とともに、現場課題や
新たなアイデアを起点
とした新規販路開拓に
取り組む共創事業を
支援するもの。

県内に主たる事業所・
製造拠点を有し、県産
品を製造又は販売す
る事業者（法人格の有
無を問わず、事業を営
むもの全て）、公設試
験研究機関、大学その
他の研究機関、支援機
関、自治体その他知事
が適当と認める者のう
ち、３者以上で構成さ
れる連携体

(1)商品開発・テスト
マーケティング
(2)展示会・フェア等へ
の出展
(3)販売促進活動（販
路開拓、ブランディング
等）
(4)各種認証等の取得
（販路拡大のための規
格・認証等の取得）
(5)課題解決・社会貢
献（廃棄物、副産物の利
活用等）
(6)前各号に掲げるも
ののほか、知事が必要
と認める分野又は取組

広報・啓発費、委託・外注費、専
門家経費、旅費・交通費、使用料
及び賃借料、データ購入・ソフト
ウェア導入費、安全対策費、消耗
品費、備品費、その他

2/3以内 300万円
営業本

部
補助下限額：50万円

12 事業承継
愛媛県事業承継支援事
業

https://www.pref.
ehime.jp/page/19
01.html

県内中小企業者の事
業承継に要する経費
の一部を補助すること
により、円滑な事業承
継を促進し、県内中小
企業の持続的な発展
を図る。

県内中小企業

(1)親族・従業員等へ
の事業承継
(2)M&Aの仲介委託
等

【親族・従業員等への事業承継】
・動産・不動産の登記に係る書類作
成費用
・事業承継に係る専門家への謝金・
委託料(課題分析の委託料、事業承
継計画の作成費用、事業用資産や企
業価値の算出・分析費用等)
・許認可の申請に係る費用

【M&Aの仲介委託等】
・動産・不動産の登記に係る書類作
成費用
・M&Aに係る専門家への謝金・委託
料(デューデリジェンスに係る費用
等)
・許認可の申請に係る費用
・マッチングの登録手数料
・着手金
・廃業費用

1/2以内 20万円

経済労
働部

経営支
援課

13 事業承継
愛媛県後継者新事業展
開支援事業

https://www.pref.
ehime.jp/page/14
8144.html

事業承継を契機とした
第二創業や新規事業
展開に意欲的な後継
者(承継後10年未満)
又は後継予定者がい
る県内中小企業に対
し、必要な経費の一部
を補助することによ
り、承継後の企業価値
向上や円滑な事業承
継を促し、県内中小企
業の持続的な発展を
図る。

事業承継を契機とした
第二創業や新規事業
展開に意欲的な後継
者(承継後10年未満)
及び後継予定者がい
る県内中小企業

県内中小企業の後継
者(承継後10年未満)
及び後継予定者によ
る第二創業及び新規
事業展開に係る取組
（原則、家業で既に実
装しているサービス等
は除く。ただし、知事
が特に認めるものはこ
の限りではない。）

専門家謝金、旅費、消耗品費、通
信運搬費、広告宣伝費、委託費、
会場使用料、原材料費、設備・備
品購入費、事業関係費、人件費
等

2/3以内 100万円

経済労
働部

経営支
援課

補助金募集受付を終了しました。


